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第１ 請求の受付 

 １ 請求人 

住所 神奈川県相模原市(略) 

氏名 (略)ほか１０名 

 

 ２ 請求の要旨 

請求人が提出した相模原市職員措置請求書(以下「本件請求書」という。)、補

正書(以下「本件補正書」という。)及びその事実を証する書面から、請求人が

主張する請求の要旨は次のとおりと解される。 

（１）本件請求書の請求の要旨 

    都市計画道路大西大通り線(以下「本件路線」という。)の新設は相模原市

に不要な事業であり、都市計画の決定の手続、路線の選定の当否、区分地上

権設定契約に関する経過、工事の安全性及び予算の配分等の観点から違法で

あり、市の財政に多大な損害が発生するものと認識している。よって、市が

令和７年度及び８年度において本件路線の整備のために支出した、次のア～

カに掲げる支出(以下「本件各支出」という。)の合計１９４，８３６，４８５

円について、返還のために必要な措置を講ずべきである。 

    本件各支出の内訳は、次のとおりである(括弧内は、事実を証する書面の番

号及び支出命令書の起票日である。)。 

   ア 用地測量業務委託料３０，１４３，３００円(甲第３号証(令和８年４月

１日)) 

   イ  土 地 評 価 鑑 定 等 業 務 委 託 料 １ ３ ２ ， ０ ０ ０ 円 ( 甲 第 ４ 号 証

(令和８年２月１６日)及び甲第５号証(同年３月３１日)) 

   ウ 補償調査算定業務及び補償調査再算定業務委託料３５，０５７，０００

円(甲第６号証(令和７年９月４日)から甲第１３号証(令和８年３月２５

日)まで) 

   エ 用地代金６８，７８５，２７７円(甲第１４号証(令和８年１月２１日)及

び甲第１５号証(同年２月３日)) 

   オ 物件等補償料(前金払額)６０，６８８，９０８円(甲第１６号証(令和７

年１２月１日)及び甲第１７号証(令和８年１月１３日)) 

   カ 収入印紙代３０，０００円(甲第１号証(令和７年１０月９日)、甲第２号
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証(同年１２月１日)及び甲第１８号証(令和８年５月８日)) 

 （２）本件補正書の請求の要旨 

    都市計画法(昭和４３年法律第１００号)第５９条には、都市計画事業の認

可及びその告示により事業効果が発生するとある。 

神奈川県が本件路線の第一工区に係る都市計画事業を認可(以下、この認可

を「本件事業認可」といい、認可に係る事業を「本件事業」という。)した令

和８年６月２６日より前の、本件事業に関する支出は、違法又は不当な支出

である。 

 ３ 請求の補正 

（１）本件請求書には、事実を証する書面として、甲第１号証から甲第１８号証

までの支出命令書の写しが添付されていた。しかし、本件請求書に記載され

た請求の要旨は、本件路線の新設の要否等をいうものであり、これらの支出

命令書に係る本件各支出自体の違法性・不当性を摘示するものではなかった。 

    そこで、監査委員は請求人に対し、本件各支出が本件請求書に記載された

請求の要旨から違法又は不当となる理由を具体的に明らかにするよう、補正

を求めた。 

（２）請求人は令和８年９月８日に本件補正書を提出したが、本件補正書は、本

件請求書に記載された請求の要旨から本件各支出が違法又は不当であること

を明らかにするものではなく、本件各支出自体の違法性又は不当性を新たに

摘示するものであった。 

４ 請求の受理 

令和８年８月２６日付けで提出された住民監査請求(以下「本件請求」とい

う。)について、前記３の補正の後に要件審査を行い、地方自治法(以下「法」

という。)第２４２条第１項及び第２項に規定する要件を具備しているものと

認め、これを受理した。 

   前記３のとおり、本件補正書は本件請求書の要旨を補正していなかったが、新

たな違法又は不当の理由を追加しており、財務会計上の行為の違法性又は不当

性を摘示していたためである。 

 

第２ 監査の実施 

本件請求書、本件補正書及び提出された資料に記載された事項並びに事実を
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証する書面を勘案し、次のとおり監査を実施した。 

１ 監査対象事項 

県による都市計画事業の認可を受ける前に、市が本件路線の整備に係る本件

各支出を行ったことは、違法又は不当な公金の支出に当たるかを監査対象事項

とした。 

２ 実施の方法 

（１）請求人から提出された証拠の確認 

    請求人から事実を証する書面の提出を受け、確認を行った。 

 （２）請求人の陳述の聴取 

    令和８年１０月２日に請求人３名の陳述の聴取を行った。その際、関係職

員２名が立ち会った。 

 （３）関係書類による事実確認 

    都市建設局リニアまちづくり課及びリニア拠点整備事務所に、関係書類の

提出を求め、事実確認の調査を行った。 

なお、関係職員の陳述の聴取については、関係書類の調査の結果、必要と

認めなかったため、実施しなかった。 

 

第３ 監査の結果 

監査の結果は、次のとおりである。 

１ 請求人の陳述 

請求人の陳述内容の要旨は、次のとおりである。 

（１）本件路線の事業については、令和５年の相模原市都市計画審議会におい

て、近隣住民等への丁寧な説明などを求める附帯意見が出された。しかし、そ

の後の市による説明会は結論先行であり、説明内容は不十分であった。 

リニア中央新幹線の開業時期が現時点で不透明な状況にある中、リニア開

発を優先するまちづくりを推進し、本件路線の事業に対し約８０億円の市費

が充当されることは、市財政の民主的運営を損なうものである。 

また、西橋本地区のリニア中央新幹線トンネル上に位置する区分地上権設

定区域においては、土被りの深度が基準を満たしていない箇所が多数存在す

るため地盤沈下や陥没の危険性があり、都市計画法第３３条第７項に定める

開発許可の基準に違反する計画である。 
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（２）市は、リニア駅の開業及び橋本駅南口の開発により、平日１日に１８，４３０

台の車両が新たに南口を利用すると予測している。しかしながら、この数値

は具体的な開発計画が確定していない段階での推計であり、近隣の既存施設

における駐車台数の実績や周辺公共施設の状況、新たな商業施設の建設予定

地などを考慮すると、過大な予測である。 

市は本件路線を新設しなければ国道１６号の多車線化等が必要であると説

明しているが、交通の流れの観点からも不自然で作為的なものである。 

既存の道路の有効活用及び公共交通の充実を図ることで、住民や観光客の

交通利便性を向上させる政策が必要である。また、橋本駅周辺の開発事業に

関する予算を大幅に削減し、物価高騰により困難な状況にある市民や中小事

業者の支援、福祉・教育・子育て関連へ予算配分すべきである。 

（３）相模原市の政令指定都市移行に伴い、津久井地域では除雪車の到着が遅く

なったとの声がある。高齢者に対して免許返納を促しているが、利用者が少

ない地域ではバスの本数が大幅に減少し、タクシー会社も少なく利用が困難

となっており、地域の交通利便性が低下している。こうした地域課題への対

応を、リニア事業よりも優先すべきではないか。 

本件路線の総事業費１７４億円があれば、子どもの給食無償化など、市民

にとって有益な施策に充てることが可能であり、そのような分野へ予算配分

すべきである。 

また、一部地権者からは、近接する市道大西と同様の２車線の本件路線を

新設すると市道大西が活用されなくなるとの指摘もあり、市道大西を整備し

た方が経済的であるとの提案もなされているが、これをなぜ採用しないのか

疑問である。 

市及び県は、手続き上書類が整っていることから事業の正当性を主張して

いるが、他の自治体や国で起きている事例を踏まえれば、安易な事業認可や

事業開始による失敗の代償となるのは、人命や国民が納めた税金である。 

監査委員に対して、形式的な事業の適法性の確認に留まらず、事業の本質

を見極め、計画・認可を行う行政職員や首長の責任を厳格に問うべきである

と強く訴える。 

２ 関係法令 

本件請求に関する主な法令等の定めは、次のとおりである。 
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（１）都市計画事業の認可 

    都市計画法第５９条第１項は、都市計画事業は、市町村が都道府県知事の

認可を受けて施行する旨を定めている。同法第６０条第３項は、認可の申請

書には事業地を表示する図面、設計の概要を表示する図書及び資金計画書を

添付しなければならない旨を定めている。同法第６２条第１項は、都道府県

知事は、認可をしたときは、遅滞なく、施行者の名称、都市計画事業の種類、事

業施行期間及び事業地を告示しなければならない旨を定めている。 

 （２）道路の区域の決定に伴う制限 

道路法(昭和２７年法律第１８０号)第１８条第１項は、道路管理者は、路

線の認定が公示された場合には、遅滞なく道路の区域を決定して公示しなけ

ればならない旨を定めている。同法第９１条第１項は、道路の区域が決定さ

れた後供用が開始されるまでの間は、道路管理者が区域内の土地に関する権

原を取得する前においても、道路管理者の許可を受けなければ、区域内にお

いて土地の形質の変更、工作物の新築その他の行為をしてはならない旨を定

めている。 

３ 監査により確認した事実 

（１）予算及び支出の手続 

    本件各支出のうち、業務委託料及び収入印紙代は一般会計の予算から、用

地代金及び物件等補償料は公共用地先行取得事業特別会計の予算から、それ

ぞれ支出されている。本件各支出は、いずれも支出負担行為の決定を経た上

で支出命令が発せられ、会計管理者の確認を経て支出されている。物件等補

償料の各支出(甲第１６号証及び甲第１７号証)は、前金払の方法によるもの

である。 

 （２）本件各支出の内容 

    関係書類によれば、本件各支出の内容は、次のとおりである。 

   ア 用地代金(甲第１４号証及び甲第１５号証)及び物件等補償料(甲第１６

号証及び甲第１７号証)の各支出は、権利者との合意により締結された土地

の売買契約及び物件の移転に係る補償契約に基づくものである。いずれ

も、収用権その他の強制的手段の行使によるものではない。 

   イ 用地測量業務、土地評価鑑定等業務並びに補償調査算定業務及び補償調

査再算定業務委託料(甲第３号証から甲第１３号証まで)の各支出は、用地
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の取得及び損失の補償に必要な測量・評価・調査を委託した契約に基づく

ものである。 

   ウ 収入印紙代(甲第１号証、甲第２号証及び甲第１８号証)の各支出は、リ

ニア拠点整備事務所の本件路線の事業に係る事務に用いる収入印紙の購入

に要した経費である。 

 

第４ 監査委員の判断 

１ 請求人が本件請求書で主張する違法性について 

請求人は、本件路線の新設は市に不要な事業であり、都市計画の決定の手続

等に違法性があるため、その整備のために支出した金額を返還させるべきと主

張する。 

（１）財務会計上の行為それ自体の違法性 

法第２４２条第１項に定める住民監査請求は、違法又は不当な財務会計上

の行為について監査を求める制度である。請求の対象が本件各支出という具

体的な支出である以上、請求人は、その理由として、支出そのものの違法性

又は不当性を具体的かつ客観的に摘示しなければならない。監査委員が監査

すべきは、そのように摘示された理由により支出が違法又は不当となるか否

かである。 

（２）先行行為の違法により財務会計上の行為が違法となる場合 

もっとも、財務会計上の行為は、それ自体に違法がある場合のほか、その

原因となる非財務会計上の行為(先行行為)との間に一定の関係がある場合に

は、先行行為の違法により違法となり得る。 

しかし、この関係を広く認めると、公金の支出を伴う行政上の行為であれ

ば、支出の違法を争う形をとることにより、その前提となる行政作用一般の

効力を争うことができることになる。これでは、住民監査請求の対象を財務

会計上の行為に限定した法の趣旨に反する。したがって、先行行為と財務会

計上の行為との関係は、先行行為が財務会計上の行為の直接の原因というこ

とができるような密接かつ一体的な関係であることを要する(東京高等裁判

所平成４年１１月３０日判決同旨)。この密接かつ一体的な関係とは、次のい

ずれかの関係をいうものと解される(仙台地方裁判所昭和６２年９月３０日

判決同旨)。 
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ア 先行行為を行うことの主たる目的が、実質的にみて財務会計上の行為に

向けられていると評価できる関係であること 

イ 先行行為を行うことにより、手続上他に何らの債務負担行為(支出決定)

を要せず、当然に地方公共団体が財務会計上の行為を行う義務を負担する

関係であること 

（３）本件請求の場合 

そうすると、第１の２(１)で示す先行行為の違法を理由として支出の違法

をいう請求人は、先行行為の違法に加えて、先行行為と支出との間にこのよ

うな関係があることを基礎付ける事実を摘示しなければならないが、本件請

求書に記載された請求の要旨には、先行行為と支出との関係を基礎付ける具

体的な事実の摘示がなく、財務会計上の行為の違法性又は不当性の摘示を欠

き、補正を経てもなおその不備が解消されていない。したがって、本件請求

書に記載された請求の要旨については、本件監査の対象としない。 

２ 請求人が本件補正書で主張する違法性について 

請求人は、都市計画法第５９条に基づく本件事業認可前にされた本件事業に

関する支出は、違法又は不当な支出であると主張する。 

（１）本件と同一の行為を対象とする先行する住民監査請求の存在 

本件請求については、本件の請求人とは異なる住民が、令和８年７月２２

日付けで、本件請求と同一の行為を対象とする住民監査請求(以下「先行監査

請求」という。)を提出している。 

先行監査請求は、市が本件事業認可前に本件路線の用地として土地を取得

し、建物の除却を伴う物件等補償を行ったことが、都市計画法第５９条に違

反する事業の先行実施に当たるとして、次の各支出の違法を主張するもので

あった。 

ア 令和８年１月１３日付支出命令に係る物件等補償金(前金払)の支出 

イ 令和８年２月３日付支出命令に係る土地購入費の支出 

監査委員は、先行監査請求について監査を行い、令和８年９月１４日、監

査の結果(相模原市監査委員公表第１５号。以下「先行監査結果」という。)

を公表した。先行監査結果は、都市計画法第５９条違反をいう主張には理由

がないとして、これを棄却するものであった。 

 （２）同一の行為を対象とする監査請求の取扱い 
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同一の財務会計上の行為又は事実について監査請求がなされた場合であっ

ても、請求人が異なる以上、同一の監査請求に当たらず、一事不再理の原則

は働かない。 

しかし、先行する監査請求と比較して、同一の行為について新たな違法又

は不当の事由の主張がなく、全く同一の違法又は不当の事由が主張されてい

るときは、実質的には同一の事案とみることができる。 

そこで、このような場合は、改めて監査を行うことなく、先行する監査請

求について行った監査結果に基づいて判断し、その結果を請求人に通知すれ

ば足りるものと解すべきである(行政実例昭和３４年３月１９日自丁行発第

３７号)。 

（３）同一の行為を対象としない監査請求の取扱い 

同一の財務会計上の行為又は事実を対象としない監査請求がなされた場合

は、先行する監査請求との同一性を認めることはできない。 

しかし、先行する監査請求と比較して、後行の監査請求の対象行為につい

て新たな違法又は不当の事由の主張がなく、全く同一の違法又は不当の事由

が主張されているときで、かつ先行する監査請求における違法性の判断が後

行する監査請求の対象行為の違法性の判断にも当てはまるときは、実質的に

は同一の事案とみることができる。 

そこで、このような場合は、後行する監査請求の対象行為が先行する監査

請求の違法性の判断に当てはまるかを確認する限度で監査を行い、先行する

監査請求について行った監査結果を援用して判断すべきである。 

（４）本件監査における取扱い 

以上の監査判断の方法を本件監査に当てはめれば、次のとおりである。 

ア 前記(１)ア及びイの先行監査請求の対象である各支出は、それぞれ本件

各支出のうち甲第１５号証に係る用地代金の支出及び甲第１７号証に係

る物件等補償料の支出と同一である(以下、この２件の支出を「先行監査

請求対象支出」という。)。 

先行監査請求対象支出について本件補正書に記載された違法の事由

は、先行監査請求において主張された違法の事由と同一である。そこで、こ

の事由については、改めて監査を行うことなく、先行監査結果に基づいて

判断する。 
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イ その余の本件各支出は、先行監査請求の対象とされていない。しかし、こ

れらについて本件補正書に記載された違法の事由も、先行監査請求におい

て主張された違法の事由と同一である。先行監査結果の判断は、支出の原

因となる契約の性質に基づくものであるから、その余の本件各支出の契約

上の性質が先行監査請求対象支出と同一であれば、判断に至る理由におい

て、先行監査請求と実質的に同一の事案となる。 

そこで、その余の本件各支出については、各支出の契約上の性質を確認

する限度で監査を行い、先行監査結果の判断を援用して判断する。 

以下、本件請求につき判断する。 

（５）先行監査請求対象支出について 

   ア 先行監査請求における監査結果 

先行監査結果は、次の理由により、先行監査請求対象支出について都市

計画法第５９条違反をいう主張には理由がないと判断した。 

（ア）事業認可の告示により生ずる効果は、土地所有者の買取請求権を除

き、いずれも私人の権利を制限し、又は施行者に強制的に土地を取得す

る権限を付与するものである。この規定の構造からみれば、都市計画法

第５９条は、施行者が収用権その他の強制的手段を行使するための前提

要件として、事業認可を定めたものである。同条は、権利者の自由な意

思に基づく合意による用地の取得及び損失の補償を禁止するものではな

い。 

（イ）権利者との合意に基づく売買契約及び補償契約の締結は、非権力的な

私法上の行為である。これらの契約の締結に、法律による個別の権限付

与は要しない。 

（ウ）市は認可前の段階では、収用権その他の強制的な権限を有しておら

ず、権利者は、契約の締結を拒否し又は補償条件を交渉する完全な法的

自由を有していた。除却期限の設定は双務契約に通常伴う定めである。し

たがって、補償金の支出及び除却の期限の定めは、事業認可制度の潜脱

に当たらない。 

（エ）建物の除却は、補償を受けた権利者が補償契約上の義務の履行として

行ったものであって、都市計画事業の施行と同視することはできない。認

可前に土地３筆の任意の取得及び建物１棟の除却がされたことによっ
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て、認可の審査を無意味にする程度の既成事実が形成されたともいえな

い。 

（オ）本件路線については、道路法による路線の認定及び道路の区域の決定

がされている。区域の決定の後に道路管理者が区域内の土地に関する権

原を順次取得していくことは、同法第９１条第１項の予定するところで

ある。したがって、市が強制的手段を用いることなく本件路線の用地を

取得し、損失を補償することは、都市計画法第５９条の認可を経ていな

い段階においても許容される。 

イ 本件補正書の理由との同一性 

本件補正書に記載された理由は、先行監査請求対象支出との関係では、先

行監査請求において主張された違法の事由と実質的に同一である。本件請

求においては、先行監査結果の判断を変更すべき新たな事情の主張もな

い。したがって、先行監査結果に基づき、先行監査請求対象支出について

都市計画法第５９条違反を理由とする違法又は不当は認められないと判断

する。 

（６）その余の本件各支出について 

ア その余の本件各支出の契約上の性質 

前記第３の３(２)のとおり、用地代金及び物件等補償料の各支出は、権

利者との合意により締結された契約に基づくものである。また、測量・評

価・調査等の業務委託料及び収入印紙代の支出についても、収用権その他

の強制的手段の行使に基づくものではない。 

   イ 先行監査請求対象支出との同一性 

前記アのとおり、その余の本件各支出は、いずれも権利者との合意に基

づく用地の取得、損失の補償又はこれらに関連する事務に係るものであ

り、強制的手段の行使によるものではない。この点において、その余の本

件各支出の契約上の性質は、先行監査請求対象支出と同一である。 

先行監査結果の判断は、支出の原因となる契約が権利者の自由な意思に

基づく合意によるものであることを理由とするものであり、特定の支出を

前提とするものではない。したがって、その余の本件各支出は、判断に至

る理由において、先行監査請求対象支出と実質的に同一の事案である。 

ウ 先行監査結果の判断の援用 
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そうすると、前記(５)アの理由は、その余の本件各支出にも同様に該当

する。よって、先行監査結果の判断を援用し、その余の本件各支出を本件

事業認可前に行ったことは、都市計画法第５９条に違反しないと判断する。 

３ 結論 

以上のとおり、本件請求書に記載された請求の要旨は、財務会計上の行為の

違法性又は不当性を摘示するものではないため、本件監査の対象としなかっ

た。また、本件補正書に記載された請求の要旨については、先行監査請求対象

支出と同一の支出については先行監査請求について行った監査の結果に基づい

て判断し、その余の本件各支出については先行監査結果の判断を援用して判断

したところ、いずれの本件各支出についても都市計画法第５９条違反を理由と

する違法又は不当は認められない。したがって、本件請求は理由がないものと

認め、これを棄却する。 
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